
資料５

ＰＦＩ事業例



ＰＦＩ事業例 総括表

事業スケジュール
事 業 名 称 実施主体 事業地点 事業期間

実施方針 協 定 等 供用開始 事業終了
公 表 締 結

常陸那珂港北ふ頭公共コンテナターミナ 茨城県 東海村 ２０年間 １２年 １２年 １２年 ３２年

ル施設の整備及び管理運営事業 ３月 ６月 ６月

手 千葉市消費生活センター・計量検査所複 千葉市 千葉市 ３０年間 １２年 １２年度 １５年 ４３年
続 合施設整備事業 ３月 ４月
き

を 福岡市臨海工場余熱利用施設整備事業 福岡市 福岡市 １５年間 １２年 １３年 １４年 ２９年
開 ３月 ２月 ４月
始
し 神奈川県衛生研究所等施設整備等事業 神奈川県 茅ヶ崎市 ３０年間 １２年 １２年度 １５年 ４５年
た ４月 末 春
事

業 ひびきコンテナターミナル整備及び運営 北九州市 北九州市 ２５年間 １２年 １２年度 １５年度 ４０年度
５月 末

神奈川県立近代美術館新館等施設整備等 神奈川県 葉山町 ３０年間 １２年 １３年 １５年 ４５年
事業 （仮称） ７月 夏 秋

実 県立湘南海岸公園東部地区(海洋総合文化 神奈川県 藤沢市 ２５年間 １２年度 １３年度 １６年度 ３８年度
施 ゾーン)整備事業 （仮称）
検
討 江坂駅南立体駐車場ＰＦＩ事業 大阪府 吹田市 未 定 １２年度 未 定 未 定 未 定
中 （仮称）
の

事 移動通信実験用施設整備事業 郵政省 横須賀市 未 定 １３年度 未 定 未 定 未 定
業 （仮称）

川俣町役場庁舎等整備事業 福島町 福島県 ２０年間 １３年 １４年 １６年度 ３６年度
（仮称） 川俣町 川俣町 ４月 ４月

（注）事業スケジュール等で（ ）書きのものは、予定又は目途である。



事業スケジュール
事 業 名 称 実施主体 事業地点 事業期間

協定等 供用開始 事業終了
締 結

君津地域広域廃棄物処理事業 木更津市 木更津市 ２０年間 １１年 １４年度 ３２年度
ほか３市 ３月

（

参
考 東京都水道局金町浄水場常用発電 東京都 葛飾区 ２０年間 １１年 １２年 ３２年

事業 １０月 １０月

）

既
に

着
手
し
て
い
る

先
行
事
例

（注）事業スケジュール等で（ ）書きのものは、予定又は目途である。



ＰＦＩ事業例
[手続きを開始した事業]

事業名称 常陸那珂港北ふ頭公共コンテナターミナル施設の整備及び管理運営事業

実施主体 茨城県

事業地点 茨城県東海村照沼字渚768番30及び31（常陸那珂港北ふ頭）

事業期間 契約締結から２０年間 （予定）

平成１２年３月２３日事業 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年３月２３日特定事業の選定・公表

民間事業者の選定・公表 （予定）平成１２年６月

平成１２年６月 （予定）契約・協定等の締結

平成１２年６月 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成３２年 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○北ふ頭におけるターミナル施設（国整備の岸壁、港湾管理者（県）整備のコンテナヤ
ード、ガントリークレーン等を含む。）を良好な状態で船社等第三者に利用させること
及びその利用促進。
具体的には、
・国及び港湾管理者の施設を補完する荷役機械（トランスファークレーン等）、荷役

設備（管理棟、燻蒸上屋等）の設置、設計・建設、維持管理（国、港湾管理者所有
施設は点検、軽微補修）。

・岸壁の使用許可手続の代行、ヤードオペレーション等のターミナル施設全体（国、
港湾管理者所有のものを含む。）の一体的運営。

・取扱貨物量確保のための船社及び荷役誘致活動（供用開始時は３万TEU/年、最
終的に25万TEU/年を目標 ）TEU:20フィートコンテナ換算

○選定事業者は事業者が設置する施設の利用料、管理運営費を利用者から徴収。
○ふ頭用地（約28ha）は、港湾管理者所有で選定事業者に優先的使用許可（有償）。

（岸壁は国有で、港湾管理者が管理。）選定事業者設置施設は、事業終了時まで選
定事業者が所有し、終了時、原則原状回復。但し、選定事業者は港湾管理者との
合意の下、事業継続又は県への施設の無償譲渡も可。

[常陸那珂港北ふ頭ターミナル施設の規模]
・５万D/W級岸壁(-14m) １バース280m （計画 310m）
・３万D/W級岸壁(-12m) １バース240m （計画 250m）
・１万D/W級岸壁(-10m) １バース170m

選定事業者 未定

事 業 費 未定

担当部局 茨城県土木部港湾課 常陸那珂港整備推進担当
TEL:029(301)4530 FAX:029(301)4538(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[手続きを開始した事業]

事業名称 千葉市消費生活センター・計量検査所複合施設整備事業

実施主体 千葉市

事業地点 千葉市中央区弁天町３３２

事業期間 契約締結から３０年間 （予定）

平成１２年３月２４日事業 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年４月１１日特定事業の選定・公表

平成１２年１１月頃 （予定）民間事業者の選定・公表

平成１２年度中 （予定）契約・協定等の締結

平成１５年４月 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成４３年 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 一部運営

○消費生活センター（相談コーナー、消費者活動コーナー、商品テスト室、実験実習室

等）及び計量検査所（検査室、分銅保管室等）の設計、建設、維持管理、運営（消費

者相談、商品テストは市が実施）並びに計量法に基づく特定の計量器の定期検査

業務（取引・証明に使用されるはかりの検査）

○市が、施設の建設、運営等に対する対価を事業者に事業期間にわたって支払う。ま

た定期検査業務に対して委託費を支払う。

○選定事業者は上記施設（床面積 約2,500㎡を想定）に加え、他の民間事業施設を併

せて建設、使用することができる。

○土地（約3,300㎡、容積率200％）は市有で、公共施設相当部分は選定事業者に無償

貸与予定。選定事業者は施設を事業終了時まで所有し、終了時、公共施設相当部

分は市への有償譲渡か、事業継続を選択可。

選定事業者 未定

事 業 費 未定

担当部局 千葉市市民局生活文化部 消費生活センター計量検査所

TEL:043(245)5741 FAX:043(245)5883(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[手続きを開始した事業]

事業名称 福岡市臨海工場余熱利用施設整備事業

実施主体 福岡市

事業地点 福岡市東区箱崎７丁目10-58

事業期間 供用開始から１５年間 （予定）

平成１２年３月３１日実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年５月３０日特定事業の選定・公表

平成１２年１１月 （予定）民間事業者の選定・公表

平成１３年２月 （予定）契約・協定等の締結

平成１４年４月 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成２９年 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○福岡市の運営するごみ焼却施設（臨海工場）のごみ焼却熱で発電した電気を利用し

た以下の設備を含む施設（全体の床面積約3,000㎡を目安）の設計、建設、維持管

理、運営。

・温海水プール、ウォーキングに関する情報コーナー

・コミュニティ交流のための和室、スペース等（約400㎡）

○市が、施設の建設、運営等に対する対価を選定事業者に事業期間にわたって支払

う。また選定事業者は利用者から料金を徴収。

○市は、ごみ焼却熱で発電した電気を選定事業者に無償供与。

○土地（約6,000㎡）は、市有で選定事業者に無償貸与予定。選定事業者は、施設を事

業終了時まで所有し、終了時、施設を市へ無償譲渡。

選定事業者 未定

事 業 費 未定

担当部局 福岡市環境局施設部工場建設第１課

担当：萩尾、野元 TEL:092(711)4305 FAX:092(733)5563(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[手続きを開始した事業]

事業名称 神奈川県衛生研究所等施設整備等事業 （仮称）

実施主体 神奈川県

事業地点 神奈川県茅ヶ崎市下町屋１－５４７－１ほか

事業期間 供用開始から３０年間

平成１２年４月２８日実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年夏 （予定）（予定） 特定事業の選定・公表

平成１２年度末 （予定）民間事業者の選定・公表

平成１２年度末 （予定）契約・協定等の締結

平成１５年春 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成４５年３月 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○施設、機能の充実強化を図り、地域保健に関する科学的、技術的中核施設とするた

め、老朽化した衛生研究所（横浜市旭区）に代わり、新たな衛生研究所を建設等し、

維持管理する。（検査、研究業務は県が実施）

・既設３棟の解体除却及び研究棟（３階建 延床面積約8,000㎡）の建設。

・既存建物（７階建）の改修（４～７階を事務室として、１～３階を防災備蓄倉庫として

利用）。

・上記２棟等の保守管理、清掃、警備等の維持管理。

また実験動物飼育、実験器具洗浄等の研究支援業務を行う。

○県は、研究棟の賃借料、既存建物の除却（３棟）と改修（１棟）に対する対価、全体

の維持管理及び研究支援業務に対する対価を、事業期間にわたって支払う。

○土地（約20,000㎡）は県有で、研究棟の敷地は選定事業者に無償貸与予定。選定事

業者は研究棟を事業終了時まで所有（県に賃貸）し、終了後県へ譲渡。

選定事業者 未定

事 業 費 未定

担当部局 神奈川県衛生部 衛生総務室新衛生研究所整備担当

TEL:045(210)5029 FAX:045(210)8862(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[手続きを開始した事業]

事業名称 ひびきコンテナターミナル整備及び運営

実施主体 北九州市

事業地点 北九州市若松区小竹地先（響灘ハブポート構想第１期事業地区内）

事業期間 供用開始から２５年間 （予定）

平成１２年５月１１日実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

（予定） 特定事業の選定・公表 （予定）平成１２年６月

平成１３年１～３月 （予定）民間事業者の選定・公表

平成１３年１～３月 （予定）契約・協定等の締結

平成１５年度中 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成４０年度 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○ひびきコンテナターミナル第１期事業地区におけるガントリークレーン等の荷さばき

施設等の整備及びコンテナターミナルの運営。

具体的には、

・国及び港湾管理者の施設（岸壁等）を補完する荷役機械（ガントリークレーン等）、

荷役設備（管理棟等）の設置、設計・建設、維持管理。（岸壁等の係留施設等の維

持管理は港湾管理者が実施。）

・コンテナ荷役作業等ターミナル施設全体の一体的運営。

・取扱貨物量確保のための船社及び荷主誘致活動。

○選定事業者はコンテナ貨物取扱サービスの対価を利用者から徴収。

○ふ頭用地（約43ha）は、港湾管理者所有で選定事業者に有償使用許可。（岸壁

は国及び港湾管理者の所有で、港湾管理者が管理。）

[響灘ハブポート構想第１期事業地区ターミナル施設の規模]

・-15m：２バース,700m ・-10m：２バース,340m

選定事業者 未定

事 業 費 未定

担当部局 北九州市港湾局響灘整備推進室

TEL:093(321)5939 FAX:093(321)5915(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[実施検討中の事業]

事業名称 神奈川県立近代美術館新館等施設整備等事業 （仮称）

実施主体 神奈川県

事業地点 神奈川県三浦郡葉山町一色三ヶ岡2208-1 （予定）

事業期間 契約締結から３０年間 （予定）

平成１２年度 （目途）実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年度 （目途）（予定） 特定事業の選定・公表

平成１２年度 （目途）民間事業者の選定・公表

平成１２～１３年度 （目途）契約・協定等の締結

平成１５年度 （目途）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成４５年 （目途）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 一部運営

○展示、収蔵機能の充実など生涯学習時代にふさわしい機能を備えた美術館の整備

のため、既設の県立近代美術館（鎌倉市）で不足する機能を補完すべく、近代美術

館新館の建設、維持管理を行う。またレストラン、ミュージアムショップの運営を行

う。（展覧会の企画、開催、作品の収集・保管等は県が実施。）

○土地（約15,000㎡）は県有。選定事業者は施設を事業終了時まで所有し、終了

後、県へ譲渡の予定。

[施設の概要]

敷地面積：約15,000㎡

建 築 物：地上２階、地下１階建 延床面積：約6,000㎡

主要諸室：展示室、収蔵庫、美術図書室、書庫、講堂、レストラン、ミュージアムショ

ップ、事務室等

担当部局 神奈川県教育庁生涯学習文化財課近代美術館新館建設担当

TEL:045(210)8360 FAX:045(210)8920(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[実施検討中の事業]

事業名称 県立湘南海岸公園東部地区（海洋総合文化ゾーン）整備事業 （仮称）

実施主体 神奈川県

事業地点 神奈川県藤沢市片瀬海岸 （予定）

事業期間 契約締結から３０年間 （予定）

平成１２年度 （目途）実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年度 （目途）（予定） 特定事業の選定・公表

平成１３年度 （目途）民間事業者の選定・公表

平成１３年度 （目途）契約・協定等の締結

平成１６年度 （目途）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

（新水族館・体験学習施設）

平成４３年度 （目途）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○県立湘南海岸公園東部地区の「海洋総合文化ゾーン」において、水族館等の設計、

建設（護岸、園路等は県が整備）を行うとともに、既存の「マリンランド」及び「海の動

物園」等を有効活用し、施設全体の維持管理、運営を行うことで、海洋文化活動の

拠点を形成する。

・設計、建設は、新水族館（延床面積：約2,000㎡）、体験学習施設（延床面積：約800

㎡）

・維持管理、運営は、上記２施設と既設の「海の動物園」（アシカ、ラッコ、ペンギン

等）、「マリンランド」（イルカショー等を実施）

○水族館、体験学習施設の敷地予定地は県有。

[湘南海岸公園の概要]

開設面積：１７．３ｈａ 主な施設：広場、噴水池、遊歩道、サイクリングロード等

担当部局 神奈川県県土整備部県土整備総務室 なぎさ・相模川プラン担当

TEL:045(210)6028 FAX:045(210)8888(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[実施検討中の事業]

事業名称 江坂駅南立体駐車場ＰＦＩ事業 （仮称）

実施主体 大阪府

事業地点 大阪府吹田市江の木町

事業期間 未定

平成１２年度 （目途）実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１２年度 （目途）（予定） 特定事業の選定・公表

未定民間事業者の選定・公表

未定契約・協定等の締結

未定供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

未定事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○増大する吹田市江坂駅周辺の駐車需要に応えるため、駅南側の国道４２３号の高

架下の既設駐車場を立体駐車場とするための設計、建設及び当該立体駐車場の

維持管理、運営。

○土地は府有（府が道路管理者として管理）。現駐車場は財団法人が占用し、管理・

運営。

[現駐車場の概要]

平面 ６０台収容

底地面積 約2,200㎡

担当部局 大阪府土木部交通政策室

TEL:06(6941)0351 (内線3992) FAX:06(6944)6780(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[実施検討中の事業]

事業名称 移動通信実験用施設整備事業

実施主体 郵政省（平成１３年４月以降は独立行政法人通信総合研究所）

事業地点 神奈川県横須賀市 （予定）

事業期間 未定

平成１３年度 （目途）実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１３年度 （目途）（予定） 特定事業の選定・公表

民間事業者の選定・公表 未定

契約・協定等の締結 未定

供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始） 未定

事業終了 未定

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

移動通信実験用施設として、光ファイバ、実験用電柱、ＩＴＳ実験設備等を整備し、維

持管理、運営を行う。

担当部局 郵政省通信政策局技術政策課

TEL:03(3504)4945 FAX:03(5512)7331(問合せ先)



ＰＦＩ事業例

[実施検討中の事業]

事業名称 川俣町役場庁舎等整備事業 （仮称）

実施主体 川俣町

事業地点 福島県伊達郡川俣町八反田地内 （予定）

事業期間 供用開始から２０年間 （予定）

初年度（平成１３年４月） （目途）実施 実施方針の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

初年度（平成１３年６月） （目途）（予定） 特定事業の選定・公表

初年度（平成１３年１０月） （目途）民間事業者の選定・公表

翌年度（平成１４年４月） （目途）契約・協定等の締結

（平成１６年度） （目途）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

（平成３６年度） （目途）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 一部運営

○今後の行政需要に対応し、２１世紀に向けた町づくりの拠点として、老朽化した現庁

舎に代わる新庁舎の設計、建設、維持管理を行う。また新庁舎周辺において、中心

市街地活性化に資するような施設（具体的には未定）の設計等を行う。

○選定事業者は新庁舎に、他の民間事業施設等を併せて建設、使用することができ

る。

○新庁舎等の土地は、町で取得予定。

[新庁舎等（想定）の概要]

建築物：３階建

延床面積 約5,000㎡（うち公共使用 2,225㎡ 民間使用2,775㎡）

担当部局 福島県川俣町 企画財政課 TEL:024(566)2111 FAX:024(565)2415

福島県川俣町東京事務所 TEL:03(3431)5673 FAX:03(3431)7020(問合せ先)



（参考）

既に事業等に着手している先行事例



事業名称 君津地域広域廃棄物処理事業

実施主体 木更津市、君津市、富津市、袖ヶ浦市

事業地点 千葉県木更津市新港16

事業期間 施設稼働後２０年間

平成１０年１２月７日事業 事業会社設立

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１０年１１月１７日（４市と出資者間）契約・協定等の締結

平成１１年３月１９日（４市と新会社間）

平成１２年２月１日建設開始

平成１４年度 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成３２年度 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○４市で発生する一般廃棄物等の中間処理施設の建設、維持管理等及び４市が搬入

する廃棄物の中間処理。（廃棄物の搬入、中間処理後の溶融物等の処分は４市が

実施。）

○４市は、施設の建設、維持管理、運営等の対価を支払う。

○土地、施設とも事業者が事業終了時まで所有し、終了時は、民間事業者は施設を

撤去し、解散、清算する。但し、４市及び出資者の合意により事業延長が可。

[設置施設（予定）の処理能力]

第１期（平成１４年度稼働予定）：２００ｔ／日

第２期（平成１８年度稼働予定）：３００ｔ／日（増設分）

[敷地面積]

第１期：約2.3ha 第２期：約2.2ha

(上記４市、新日本製鐵㈱、㈱ｴﾑｺ、㈱市川環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞの出資による３ｾｸ)民間事業者 ㈱かずさクリーンシステム

事 業 費 第１期：約１３４億円 第２期：約１７８億円

担当部局 木更津市環境部クリーンセンター施設課

TEL:0438(36)1133(問合せ先)



事業名称 東京都水道局金町浄水場常用発電事業

実施主体 東京都

事業地点 東京都葛飾区金町浄水場１番１号（東京都水道局金町浄水場内）

事業期間 供用開始から２０年間

平成１０年１１月１７日事業 事業実施の公表

ｽｹｼﾞｭｰﾙ

平成１１年１月２７日募集要項配布開始

平成１１年７月２３日事業予定者の選定結果の公表

平成１１年１０月１８日契約・協定等の締結

平成１２年１０月３日 （予定）供用開始（ｻｰﾋﾞｽの開始）

平成３２年１０月 （予定）事業終了

事業概要 設計 建設 維持管理 運営

○金町浄水場の使用電力を、東京電力㈱からの電力と２系統化することにより、震災

時での浄水場運転の対応力の向上等に資するため、都市ガスを燃料とするコージェ

ネレーションシステム（電力に加え蒸気を供給する発電施設）の設計、建設、維持管

理、運営を行う。

○都は上記施設から供給される電力及び蒸気に対する料金（建設費等の償還費相当

額を含む。）を民間事業者に事業期間にわたって支払う。

○都は民間事業者に無料で施設の建設、運営等を行わせ、民間事業者は施設を事業

終了時まで所有し、終了時、施設を撤去。但し、都は施設を有償で買い取ることが

可。

[発電施設の能力]

・平常時電力 8,720kw（外気温３４℃、供給電圧6.6kv）

・東京電力㈱からの電力供給停止時電力10,500kw(外気温３４℃、供給電圧6.6kv)

（石川島播磨重工業㈱、清水建設㈱、電源開発㈱の出資）民間事業者 金町浄水場エネルギーサービス㈱

事 業 費 ２５３億円（都が民間事業者及び東京電力㈱に支払う２０年間の経費総額）

担当部局 東京都水道局総務部主計課

TEL:03(5320)6310(問合せ先)


